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１ 編成方針

　　平成29年度の市財政を取り巻く環境については、国内経済は民需を中心とした景気回復

　が見込まれるものの、平成28年度の国の税収は、年度前半の円高による企業収益の低迷な

　どにより、７年ぶりに前年度を下回る見込みであるなど先行きは不透明であり、本市にお

　いても市税や各種交付金などの一般財源収入は減収が見込まれる。一方で、扶助費をはじ

　めとする経常的経費の増加や既定計画上の大規模建設事業に伴う普通建設事業費への対応

　に加え、事業実施にあたっての国庫支出金については予断を許さない状況にあるなど、非

　常に厳しい状況が続くものと見込まれる。

　　こうした状況下においても、明るい昭島の未来に向け、安定的な施策展開を支える財政

　基盤の構築に努めながら、第五次総合基本計画の前半期評価結果を踏まえ、各種施策への

　取組を加速するとともに、「昭島市総合戦略」に基づく施策を戦略的・一体的に展開する

　ことにより、快適で魅力ある「住んでみたい　住みつづけたい　昭島」の実現を目指す予

　算として、以下を基本に編成した。

　１　財源の確保に努めるとともに、限られた財源を最大限有効活用し、積極果敢に各種施

　　策を推進することにより、元気都市あきしまの確かな実現を図る。

　２　歳入歳出両面からの行財政改革への取組を深化させ、自主・自立の行財政運営の確立

　　を図る。

第五次昭島市総合基本計画　施策の大綱別主要事業

◎ 心ゆきかう　あきしま（明るい地域社会の形成）

  ◆人と人をつなぐ（コミュニティとネットワークの推進）

○ 宿泊助成事業の拡充 ○

○ 都区市町村情報セキュリティクラウド導入事業　など

  ◆ ともに守る（安全・安心の確保）

○ ○

○ ○ 防災行政無線等デジタル化事業　など

◎ ともに支え合う　あきしま（健康と福祉の充実）

○ ○

○ ○ 特定不妊治療費助成

○ ひとり親家庭インフルエンザワクチン接種事業　など

◎ 未来を育む　あきしま（教育・文化・スポーツの充実）

○ ○

○ ○

○ ○

◎ 環境をつなぐ　あきしま（循環型社会の形成）

○ ○

○ ○ 資源残さ資源化処理の拡充

○ リユース食器レンタル事業 ○ 特定外来生物等対策事業　など

◎ 基盤を築く　あきしま（快適な都市空間の整備）

○ ○

○ ○

◎ 躍動する　あきしま（産業の活性化）

○ まちゼミ補助 ○

○ ○

自治会集会施設整備費補助

公共施設無料公衆無線ＬＡＮ環境整備事業 高齢消費者被害防止用自動通話録音機購入

共同利用型被災者生活再建支援システム整備事業

認証保育所利用者負担軽減補助 なしのき保育園の民営化

(仮称)児童発達支援センター整備費補助

(仮称)教育福祉総合センター整備事業 伝統文化継承環境整備事業

アキシマクジラ化石複製品等作成事業 拝島第二小校舎増築等工事

市民会館・公民館屋上等防水改修工事 学校給食共同調理場整備事業　など

昭島ブランド構築・推進事業

まちのにぎわい再創出事業 創業支援事業　など

ごみ分別アプリ導入事業 リサイクル通信の拡充

ごみ減量啓発チラシ及びポスター作成

東中神駅自由通路等整備事業 都市計画道路3･4･1号整備事業

クリーンセンター敷地有効利用事業 都市計画道路3･4･2号整備事業　など
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２ 予算規模

 　一般会計の予算規模は、総額416億円で対前年度比27億9,600万円、6.3％の減となっ

 た。

 　この要因は、扶助費が臨時福祉給付金の減により微増に留まる一方、東中神駅自由

 通路等整備事業や拝島第一小校舎増築等工事などの普通建設事業費が大幅に減となっ

 たことなどによるものである。

(1) 一般会計予算規模

(単位:千円・％）

平成29年度

41,600,000

【財政指標】 (単位:％）

56.4 (54.1)

9.1

※（　）は財政調整基金繰入金及び臨時財政対策債を除いた数値

増減額

△ 2,796,000

公債費負担比率

44,396,000

(51.8)一般財源比率 54.1

8.8

平成29年度 平成28年度

区　分

一 般 会 計

増減率

△ 6.3
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(2) 会計別予算規模

　一般会計に特別会計を合わせた昭島市全体の予算規模は、約687億8,400万円で、対前

年度比28億900万円、3.9％の減となった。

(単位:千円・％）

平成29年度 平成28年度 増減額

41,600,000 44,396,000 △ 2,796,000

国 民 健 康 保 険 13,991,000 14,198,000 △ 207,000

介 護 保 険 8,154,193 7,970,470 183,723

後 期 高 齢 者 医 療 2,221,182 2,096,949 124,233

下 水 道 事 業 2,493,133 2,547,911 △ 54,778

中神土地区画整理事業 324,503 384,003 △ 59,500

小　　計 27,184,011 27,197,333 △ 13,322

68,784,011 71,593,333 △ 2,809,322

(3) 水道事業会計予算規模

(単位:千円・％）

平成29年度 平成28年度 増減額

1,913,152 1,876,190 36,962

1,541,925 1,397,304 144,621

32,826 26,649 6,177

537,021 1,496,913 △ 959,892

区　　分 増減率

一 般 会 計 △ 6.3

特
 
別
 
会
 
計

△ 1.5

2.3

5.9

△ 2.1

△ 15.5

△ 0.0

合　　計 △ 3.9

区　　分 増減率

資 本 的 支 出 △ 64.1

収 益 的 収 入 2.0

収 益 的 支 出 10.4

資 本 的 収 入 23.2
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３ 歳入の概要

 181億5,000万円、対前年度比22億2,500万円、10.9％の減となった。

予 算 額 構成比

1 19,074,401 45.8

2 159,001 0.4

3 28,000 0.1

4 103,000 0.2

5 69,000 0.2

6 2,278,000 5.5

1,049,000 2.5

7 27,000 0.1

8 75,001 0.2

9 13,107 0.0

10 85,000 0.2

11 330,000 0.8

230,000 0.6

12 11,000 0.0

13 568,273 1.4

14 914,970 2.2

15 8,712,146 20.9

16 5,937,640 14.3

17 7,415 0.0

18 2,600 0.0

19 1,305,001 3.1

550,000 1.3

434,000 1.0

20 200,000 0.5

21 230,445 0.6

22 1,469,000 3.5

41,600,000 100.0

 及び臨時財政対策債を９億5,000万円計上した。

歳　入　合　計 44,396,000 100.0 △ 2,796,000 △ 6.3

諸 収 入 480,222 1.1 △ 249,777 △ 52.0

市 債 1,659,000 3.7 △ 190,000 △ 11.5

△ 63.2

繰 越 金 200,000 0.5 0 0.0

う ち 財 政 調 整 基 金 580,000 1.3 △ 30,000 △ 5.2

うち立川基地跡地昭島地
区周辺都市基盤整備基金 1,180,893 2.7 △ 746,893

寄 附 金 400 0.0 2,200 550.0

繰 入 金 2,149,194 4.8 △ 844,193 △ 39.3

財 産 収 入 10,758 0.0 △ 3,343 △ 31.1

都 支 出 金 5,828,313 13.1 109,327 1.9

使 用 料 及 び 手 数料 966,886 2.2 △ 51,916 △ 5.4

国 庫 支 出 金 9,708,491 21.9 △ 996,345 △ 10.3

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金 12,000 0.0 △ 1,000 △ 8.3

分 担 金 及 び 負 担金 640,024 1.4 △ 71,751 △ 11.2

地 方 交 付 税 290,000 0.7 40,000 13.8

う ち 普 通 交 付 税 180,000 0.4 50,000 27.8

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金 13,107 0.0 0 0.0

地 方 特 例 交 付 金 79,000 0.2 6,000 7.6

ゴルフ場利用税交付金 25,000 0.1 2,000 8.0

自動車取得税交付金 84,001 0.2 △ 9,000 △ 10.7

地 方 消 費 税 交 付金 2,450,000 5.5 △ 172,000 △ 7.0

うち社会保障財源化分 1,139,000 2.6 △ 90,000 △ 7.9

配 当 割 交 付 金 227,000 0.5 △ 124,000 △ 54.6

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金 134,000 0.3 △ 65,000 △ 48.5

地 方 譲 与 税 163,001 0.4 △ 4,000 △ 2.5

利 子 割 交 付 金 41,000 0.1 △ 13,000 △ 31.7

対前年度比較

予 算 額 構成比 増 減 額 増減率

市 税 19,234,603 43.3 △ 160,202 △ 0.8

　 一般財源は、市税、地方譲与税及び各種交付金の減などにより234億5,000万円、対前年度比

 ５億7,100万円、2.4％の減となった。またそのうち財源補塡措置として、財政調整基金繰入金

 　特定財源は、普通建設事業費の減に伴う国庫支出金や基金繰入金などが減となったことから、

（単位:千円・％）

款
平成29年度 平成28年度
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25

18,225,103

(△0.1%)

6,720,300

(△1.8%)

1,019,800

(△3.3%)

8,083,500

(0.4%)

877,801

(14.1%)

1,440,000

(△0.2%)

83,702

(△1.3%)

25

20,940,693

(△0.8%)

18,225,103

(△0.1%)

191,001

(△1.0%)

1,160,000

(△7.2%)

401,199

(△3.0%)

720,000

(△10.0%)

243,390

(24.6%)

2,050,000

(6.2%)

800,000

(14.3%)

1,250,000

(1.6%)

22,990,693

(△0.2%) (2.9%) (1.1%) (0.5%) (△2.4%)
一 般 財 源 額 等 合 計

23,654,151 23,909,073 24,020,651 23,449,772

※(　　)は、対前年度増減率を表す。

市 債
(臨時財政対策債 )

1,150,000 500,000 450,000 400,000

(△8.0%) (△56.5%) (△10.0%) (△11.1%)

繰 入 金
( 財 政 調 整 基 金 )

720,000 580,000 580,000 550,000

(△10.0%) (△19.4%) (0.0%) (△5.2%)

そ　　　の　　　他

補　塡　財　源　額
1,870,000 1,080,000 1,030,000 950,000

(△8.8%) (△42.2%) (△4.6%) (△7.8%)

242,487 239,961 237,939 247,262

(△0.4%) (△1.0%) (△0.8%) (3.9%)

地 方 交 付 税
700,000 210,000 290,000 330,000

(△2.8%) (△70.0%) (38.1%) (13.8%)

そ の 他 各 種 交 付金
495,260 572,108 615,108 411,108

(23.4%) (15.5%) (7.5%) (△33.2%)

地 方 消 費 税 交 付金
1,532,000 2,444,000 2,450,000 2,278,000

(32.1%) (59.5%) (0.2%) (△7.0%)

地 方 譲 与 税
170,001 163,001 163,001 159,001

(△11.0%) (△4.1%) (0.0%) (△2.5%)

市 税
18,644,403 19,200,003 19,234,603 19,074,401

(2.3%) (3.0%) (0.2%) (△0.8%)

一　般　財　源　額
21,784,151 22,829,073 22,990,651 22,499,772

(4.0%) (4.8%) (0.7%) (△2.1%)

※(　　)は、対前年度増減率を表す。

一般財源額等の推移(５か年) (単位：千円）

年　　　　度 26 27 28 29

軽 自 動 車 税 等
84,802 89,302 105,902 112,100

(1.3%) (5.3%) (18.6%) (5.9%)

都 市 計 画 税
1,468,700 1,462,400 1,496,500 1,516,600

(2.0%) (△0.4%) (2.3%) (1.3%)

(2.0%)

市 た ば こ 税
869,701 841,301 822,601 801,201

(△0.9%) (△3.3%) (△2.2%) (△2.6%)

(△9.9%) (△18.4%)

固 定 資 産 税
8,256,400 8,171,300 8,323,100 8,489,600

(2.1%) (△1.0%) (1.9%)

(1.3%) (0.2%) (△0.8%)

法 人 市 民 税
1,082,900 1,663,000 1,498,800 1,222,900

(6.2%) (53.6%)

(2.3%) (3.0%) (0.2%) (△0.8%)

個 人 市 民 税
6,881,900 6,972,700 6,987,700 6,932,000

(2.4%)

年　　　　度 26 27 28 29

市 税 総 額
18,644,403 19,200,003 19,234,603 19,074,401

市税の推移(５か年) (単位：千円）

（ 繰 越 金 等 ）
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４ 歳出の概要

(1) 目的別歳出

○

　

  9,600万円の減などにより対前年度比４億6,100万円、10.9％の減となった。

○

　

0.8％の減となった。

○

　

前年度比22億700万円、36.4％の減となった。

○

　

　 などにより対前年度比２億5,400万円、5.2％の増となった。

予 算 額 構成比 増減率

1 369,171 0.9 △ 1.5

2 3,787,710 9.1 △ 10.9

3 20,998,375 50.5 △ 0.8

4 3,472,466 8.3 △ 4.7

5 77,251 0.2 △ 3.6

6 36,789 0.1 △ 57.3

7 200,693 0.5 △ 2.0

8 3,856,572 9.3 △ 36.4

9 1,517,040 3.6 0.3

10 5,102,802 12.3 5.2

11 1 0.0 0.0

12 2,131,130 5.1 0.6

13 50,000 0.1 0.0

41,600,000 100.0 △ 6.3

予 備 費 50,000 0.1 0

歳　出　合　計 44,396,000 100.0 △ 2,796,000

災 害 復 旧 費 1 0.0 0

公 債 費 2,119,425 4.8 11,705

消 防 費 1,511,817 3.4 5,223

教 育 費 4,849,024 10.9 253,778

商 工 費 204,765 0.5 △ 4,072

土 木 費 6,063,281 13.6 △ 2,206,709

労 働 費 80,162 0.2 △ 2,911

農 林 費 86,132 0.2 △ 49,343

民 生 費 21,165,618 47.7 △ 167,243

衛 生 費 3,641,985 8.2 △ 169,519

増 減 額

議 会 費 374,705 0.8 △ 5,534

総 務 費 4,249,085 9.6 △ 461,375

整備事業19億5,200万円や都市計画道路３・４・１号整備事業6,700万円の減などにより対

教育費は、拝島第一小校舎増築等工事２億1,300万円などの減があるものの、（仮称）教育福

祉総合センター整備事業２億4,400万円や小・中学校校内ＬＡＮ整備工事１億5,000万円の増

（単位:千円・％）

款
平成29年度 平成28年度 対前年度比較

予 算 額 構成比

総務費は、東中神駅自転車等駐車場整備事業5,100万円などの増があるものの、立川基地跡地

昭島地区周辺都市基盤整備基金積立金１億3,200万円や公共施設整備資金積立基金積立金

民生費は、私立保育所運営費２億3,400万円などの増があるものの、臨時福祉給付金等支給事

業４億8,800万円や介護施設等補助１億3,800万円の減などにより対前年度比１億6,700万円、

土木費は、市道昭島26号道路改修工事2,100万円の増などがあるものの、東中神駅自由通路等
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主な増減要因

市立保育所費

利子 166,949 207,878 △ 40,929
公 債 費

元金 1,964,181 1,911,547 52,634

拝島第一小校舎増築等工事 0 213,000 △ 213,000

157,520 12,000 145,520

共成小プールピット改修工事 0 87,900 △ 87,900

教 育 費

(仮称)教育福祉総合センター整備事業 383,130 139,253 243,877

小・中学校校内ＬＡＮ整備工事 158,660 9,040 149,620

拝島第二小校舎増築等工事

常備消防委託 1,241,564 1,253,072 △ 11,508
消 防 費

防災行政無線等デジタル化事業 69,400 46,800 22,600

都市計画道路３･４･１号整備事業 390,920 458,320 △ 67,400

東中神駅自由通路等整備事業 1,202,158 3,154,369 △ 1,952,211

75,100 116,000 △ 40,900
土 木 費

市道昭島26号道路改修工事 40,000 19,500 20,500

都市計画道路３･４･２号整備事業

商 工 費 産業振興計画策定事業 0 3,740 △ 3,740

労 働 費 勤労商工市民センター管理運営費 31,891 34,365 △ 2,474

農 林 費 認定農業者支援事業 1,200 48,975 △ 47,775

196,446 229,940 △ 33,494

クリーンセンター敷地有効利用事業 144,920 223,660 △ 78,740

衛 生 費

予防接種事業 372,894 359,270 13,624

ごみ減量化・資源化事業 770,228 782,748 △ 12,520

清掃センター等維持管理

0 278,501 △ 278,501

臨時福祉給付金等支給事業 22,999 511,270 △ 488,271

障害児給付事業 322,947 189,532 133,415

介護施設等補助 84,725 222,999 △ 138,274
民 生 費

私立保育所運営費 4,060,934 3,826,853 234,081

公私連携型保育所運営費 228,034 0 228,034

立川基地跡地昭島地区周辺都市基盤整備基
金積立金

400 132,790 △ 132,390

419,189 502,527 △ 83,338

公共施設整備資金積立基金積立金 2,100 98,500 △ 96,400

総 務 費

東中神駅自転車等駐車場整備事業 54,091 2,613 51,478

選挙執行経費 41,490 82,151 △ 40,661

退職手当

（単位:千円）

款 項　　目　　名 平成29年度 平成28年度 増減額
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(2) 性質別歳出

○

　

○

　

対前年度比４億100万円､5.9％の減となった。

○

　

　 4,800万円、0.3％の増となった。

○

　

　 1,300万円の減などにより対前年度比19億4,500万円、32.0％の減となった。

○

　

なった。

予 算 額 構成比 増減率

5,660,727 13.6 △ 5.7

6,379,827 15.3 △ 5.9

294,680 0.7 12.2

15,255,946 36.7 0.3

2,932,490 7.1 2.8

4,129,400 9.9 △ 32.0

1 0.0 0.0

2,131,130 5.1 0.6

282,774 0.7 △ 47.3

6,000 0.0 0.0

4,477,025 10.8 △ 0.6

50,000 0.1 0.0

41,600,000 100.0 △ 6.3

予 備 費 50,000 0.1 0

歳　出　合　計 44,396,000 100.0 △ 2,796,000

貸 付 金 6,000 0.0 0

繰 出 金 4,502,089 10.1 △ 25,064

積 立 金 536,430 1.2 △ 253,656

災 害 復 旧 事 業 費 1 0.0 0

公 債 費 2,119,425 4.8 11,705

補 助 費 等 2,851,456 6.4 81,034

普 通 建 設 事 業 費 6,074,583 13.7 △ 1,945,183

維 持 補 修 費 262,666 0.6 32,014

扶 助 費 15,208,367 34.3 47,579

増 減 額

人 件 費 6,004,403 13.5 △ 343,676

物 件 費 6,780,580 15.3 △ 400,753

ものの、東中神駅自由通路等整備事業19億5,200万円や拝島第一小校舎増築等工事２億

積立金は、立川基地跡地昭島地区周辺都市基盤整備基金積立金１億3,200万円や公共施設整備

資金積立基金積立金9,600万円の減などにより対前年度比２億5,400万円、47.3％の減と

（単位:千円・％）

区　　　　　分
平成29年度 平成28年度 対前年度比較

予 算 額 構成比

年度比３億4,400千円、5.7％の減となった。

物件費は、ＰＣＢ廃棄物処理事業9,400万円などの増があるものの、クリーンセンター消化

汚泥搬出処理事業8,900万円や臨時福祉給付金等支給事業7,300万円の減などにより

扶助費は、年金生活者等支援臨時福祉給付金３億5,100万円などの減があるものの、公私連携

型保育所運営費２億2,800万円や私立保育所運営費１億7,800万円の増などにより対前年度比

普通建設事業費は、（仮称）教育福祉総合センター整備事業２億6,500万円などの増がある

人件費は、なしのき保育園の民営化などに伴う職員給与費２億3,000万円の減などにより対前
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主な増減要因

障害者自立支援給付事業

臨時福祉給付金

年金生活者等支援臨時福祉給付金

公私連携型保育所運営費

私立保育所運営費

障害児給付事業

下水道事業特別会計繰出金 448,000 488,000 △ 40,000

中神土地区画整理事業特別会計繰出金 226,000 264,000 △ 38,000

1,182,942 25,456

後期高齢者医療特別会計繰出金 1,194,627 1,123,627 71,000

400 132,790 △ 132,390

繰 出 金

国民健康保険特別会計繰出金 1,400,000 1,400,000 0

介護保険特別会計繰出金 1,208,398

積 立 金

教育振興基金積立金 100 50,117 △ 50,017

公共施設整備資金積立基金積立金 2,100 98,500 △ 96,400

立川基地跡地昭島地区周辺都市基盤整備基
金積立金

公 債 費
元金 1,964,181 1,911,547 52,634

利子 166,949 207,878 △ 40,929

拝島第一小校舎増築等工事 0 213,000 △ 213,000

東中神駅自由通路等整備事業 1,202,082 3,154,293 △ 1,952,211

小・中学校校内ＬＡＮ整備工事 158,660 9,040 149,620

拝島第二小校舎増築等工事 157,520 12,000 145,520

15,786

社会福祉事業団運営費補助 41,997 28,796 13,201

普通建設
事 業 費

（仮称）教育福祉総合センター整備事業 383,130 118,139 264,991

補助費等

保育従事職員宿舎借り上げ補助 56,826 0 56,826

日中活動サービス推進事業補助 129,814 114,028

生活保護費 4,651,640 4,560,096 91,544

3,991,173 3,812,795 178,378

322,947 189,532 133,415

228,034 0 228,034

△ 63,000

0 351,000 △ 351,000

児童福祉費 7,949,932 7,621,187 328,745扶 助 費

社会福祉費 2,471,893 2,845,884 △ 373,991

1,967,614 1,924,561 43,053

0 63,000

20,801 94,005 △ 73,204

クリーンセンター消化汚泥搬出処理事業 0 89,000 △ 89,000

光熱水費（電気料・ガス料） 509,917 567,739 △ 57,822物 件 費

ＰＣＢ廃棄物処理事業 96,988 2,843 94,145

保健福祉総合システム更新事業 7,388 50,358 △ 42,970

臨時福祉給付金等支給事業

3,799,605 4,029,212 △ 229,607

（うち事業費支弁人件費分） (△ 110,225) (△ 126,796) (16,571)

人 件 費

退職手当 419,189 459,007 △ 39,818

職員給与費

（単位:千円）

性質 項　　目　　名 平成29年度 平成28年度 増減額
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５ 基金と市債の概要

(1) 基金の状況

 　　平成29年度の取崩額は13億500万円であり、積立額は庁舎跡地施設整備資金積立基金

 　１億円、特定防衛施設周辺整備調整交付金１億7,700万円及び利子収入分600万円などの

 　計２億8,300万円を見込んだ。このため、平成29年度末の基金残高は、前年度末見込額

 　から10億2,200万円減少し、87億7,800万円となる見込みである。

(単位:百万円)

積立見込額 取崩見込額

財 政 調 整 基 金 3,939 3,334 2 550 2,786

公 共 施 設 整 備
資 金 積 立 基 金

3,072 3,520 2 166 3,356

職 員 退 職 手 当 資 金
積 立 基 金

321 321 321

緑 化 推 進 基 金 311 312 312

庁 舎 跡 地 施 設 整 備
資 金 積 立 基 金

1,191 1,292 101 40 1,353

教 育 振 興 基 金 85 107 27 80

エコ・パーク管理運営基金 69 58 11 47

特 定 防 衛 施 設 周 辺 整 備
調 整 交 付 金 事 業 基 金

130 264 177 77 364

立川基地跡地昭島地区周辺
都 市 基 盤 整 備 基 金 1,871 592 1 434 159

合　　計 10,989 9,800 283 1,305 8,778

区　　分
27年度末
現在高

28年度末
現在高見込額

29年度
29年度末

現在高見込額

※平成28年度末現在高見込額は、平成28年度第７号補正予算後の金額。

31 29 28 28 32 35 

58 
71 65 60 

28 
25 25 26 

26 
32 

39 

39 

33 
28 

59 
54 53 54 

58 

67 

97 

110 

98 

88 

0

20

40

60

80

100

120

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

億円 

年度 

基金現在高の推移 

財政調整基金 

特定目的基金 
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(2) 市債の状況

 ５億9,300万円で合わせて111億1,400万円となる見込みである。

 の償還などにより、平成29年度末には102億9,500万円となる見込みである。

(単位:百万円）

借入見込額 償還見込額

9,903 10,267 1,069 1,041 10,295

12,217 11,637 400 923 11,114

減 税 補 塡 債 897 746 153 593

臨 時 税 収 補 塡 債 77 28 28 0

臨 時 財 政 対 策 債 11,243 10,863 400 742 10,521

22,120 21,904 1,469 1,964 21,409

※平成28年度末現在高見込額は、平成28年度第７号補正予算後の金額。

建 設 事 業 債

赤 字 地 方 債

合　　計

平成29年度末の市債現在高見込額は、前年度から４億9,500万円減少し214億900万円

となる。このうち赤字地方債の残高は、臨時財政対策債105億2,100万円、減税補塡債

建設事業債の残高は、都市計画道路３・４・１号整備事業債などの大規模建設事業費の

財源として10億6,900万円を借入れる見込みであるが、都市計画債や学校施設整備事業債

区　　分
27年度末
現在高

28年度末
現在高見込額

29年度 29年度末
現在高見込額

106 106 113 115 118 123 124 122 116 111 

110 118 
133 127 117 109 105 99 103 103 

216 
224 

246 242 
235 232 229 

221 219 214 

0

100

200

300

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

億円 

年度 

市債現在高の推移 

赤字地方債 

建設事業債 
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6 主な建設事業

(1) 心ゆきかう　あきしま(明るい地域社会の形成)  

◎人と人をつなぐ（コミュニティとネットワークの推進） (単位:千円）

うち一般財源

自治会集会施設整備費補助
自治会館や集会所の改修工事にかかる費用の一部を
補助する。（上町自治会公会堂雨樋・テラス屋根改
修工事ほか２自治会集会施設）

2,370 2,370

市民交流センター空調設備等改修
市民が快適に利用できるよう、空調設備及び受変電
設備等の改修を実施する。

18,000 1,000

◎ともに守る（安全・安心の確保）

うち一般財源

（仮称）拝島駅前備蓄倉庫新築工
事

備蓄物資の計画的な配備に向け、拝島駅南側地区に
耐震性防火貯水槽を備えた備蓄倉庫を整備する。

56,500 1,500

防災行政無線等デジタル化事業
防災行政無線固定系のデジタル化に向け、無線送受
信装置などを整備する。

69,400 4,075

(2) ともに支え合う　あきしま(健康と福祉の充実)

うち一般財源

旧つつじが丘南学童クラブ等解体
工事

（仮称）児童発達支援センターを設置するため、旧
つつじが丘南学童クラブ等の解体工事を実施し、社
会福祉法人に貸与する市有地を整備する。

27,000 1,000

（仮称）児童発達支援センター整
備費補助

平成31年度に開設予定の（仮称）児童発達支援セン
ターを設置・運営する事業者に対し、設計費の一部
を補助する。

4,000 1,000

昭島ナオミ保育園改修工事費補助
待機児童解消のため、改修工事費に対し補助する。
（平成28年度からの２か年）
（定員５名増　現行108名→113名）

78,586 5,453

東学童クラブ空調設備改修工事
快適な施設環境を確保するため、東学童クラブの空
調設備改修工事を実施する。 3,300 1,300

(3) 未来を育む　あきしま(教育・文化・スポーツの充実)

うち一般財源

総務費 伝統文化継承環境整備事業
拝島日吉神社屋台について、人形を立てての奉曳を
復活するため、屋台巡行路の環境整備を行う。
（平成30年度までの２か年）

66,480 33,240

（仮称）教育福祉総合センター整
備事業

（仮称）教育福祉総合センターの開設に向け、整備
工事を実施する。（継続費（整備工事等）３か年１
年次分381,300千円　継続費合計5,208,000千円）

383,130 25,630

小学校プール改修工事
安全で衛生的なプール活動の実施に向け、東小及び
玉川小プールの内面塗装等改修工事を実施する。 35,900 1,900

成隣小校庭南側擁壁改修工事
安全・安心な学校環境の確保を図るため、成隣小の
校庭南側にある擁壁の補強等改修工事を実施する。 42,500 500

予算額

消防費

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

総務費

教育費

民生費

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額
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(単位:千円）

うち一般財源

田中小大規模改造（外壁等改修）
工事

経年劣化に伴う雨漏り等に対応するため、田中小の
外壁及び屋上防水改修工事を実施する。

75,530 847

拝島第二小校舎増築等工事
児童数の増加に伴い今後必要となる教室数を確保す
るため、拝島第二小校舎増築等工事を実施する。

157,520 8,547

拝島第三小大規模改造（外壁等改
修・太陽光発電設備設置）工事
（設計）

経年劣化に伴う拝島第三小外壁等改修工事の設計及
び太陽光発電設備設置工事の設計を実施する。

7,700 1,700

小学校寄附金活用事業
寄附者の意向に沿って、拝島第一小校庭整備工事を
実施する。

36,000 0

小・中学校運動場芝生化工事
子どもの体力向上等を図るため、東小、つつじが丘
小、成隣小の運動場芝生化工事を実施する。また、
多摩辺中運動場芝生化工事の設計を実施する。

93,500 0

小・中学校校内ＬＡＮ整備工事
小・中学校における協働型学習等の実施のため、タ
ブレット型ＰＣの導入に向けた校内ＬＡＮ整備工事
を実施する。

158,660 13,631

昭和中大規模改造（東側便所改
修）工事

衛生環境の向上のため、昭和中の東側便所の改修工
事を実施する。 50,250 840

清泉中情緒障害固定学級整備工事
情緒障害等により個別の指導を要する生徒のコミュ
ニケーション能力向上を図るため、自閉症・情緒障
害固定学級開設に向けた整備工事を実施する。

18,000 5,320

緑会館空調設備等改修工事（設
計）

経年劣化に伴う空調設備等の老朽化に対応するた
め、緑会館空調設備等改修工事の設計を実施する。 8,350 1,370

富士見会館内壁等改修工事
経年劣化に伴う内壁等の老朽化に対応するため、富
士見会館内壁等改修工事を実施する。

5,530 1,530

市民会館・公民館外壁改修工事

経年劣化に伴う外壁の老朽化に対応するため、市民
会館・公民館の外壁タイル改修工事を実施する。
（継続費（工事等）２か年１年次分55,000千円　継
続費合計141,400千円）

55,000 8,000

市民会館・公民館屋上等防水改修
工事

経年劣化に伴う雨漏りや冷暖房設備の老朽化に対応
するため、市民会館・公民館の屋上等防水改修工事
を実施する。

96,370 6,370

総合スポーツセンターつり天井改
修工事

安全な施設環境を確保するため、総合スポーツセン
ター内ロビーつり天井改修工事を実施する。 16,850 3,850

学校給食調理用機器購入
学校給食の安定供給を図るため、自校給食校におけ
る給食調理機器の買換えを順次実施する。 10,400 2,400

(4) 環境をつなぐ　あきしま（循環型社会の形成）

うち一般財源

衛生費 清掃センター焼却施設修繕
安定したごみの焼却処理を図るため、灰落下管等の
修繕を実施する。 30,000 30,000

教育費 公共施設冷水器設置事業
青少年交流センター、市立会館４館、総合スポーツ
センターに、冷水器を設置する。 2,282 2,082

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

教育費

款
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(5) 基盤を築く　あきしま（快適な都市空間の整備） (単位:千円）

うち一般財源

総務費 東中神駅自転車等駐車場整備事業
東中神駅自由通路等整備と併せて駐輪場の再整備を
行うため、用地取得及び工事設計を実施する。
用地取得面積295㎡

54,091 2,291

衛生費 クリーンセンター敷地有効利用事業
休止施設解体地の土壌改良工事のほか、外周道路工
事、雨水浸透槽設置工事等を実施する。また管理棟
建設工事の設計を行う。

144,920 11,920

市道昭島６号道路改修工事
安全・安心で快適な交通環境の確保に向け、舗装工
事を実施する。
延長250ｍ・幅員12ｍ

21,600 0

市道昭島17号道路整備事業
安全・安心で快適な交通環境や歩行空間の確保に向
け、無電柱化に伴う地中への引込及び連系管の工事
と道路整備工事を実施する。延長120ｍ・幅員9ｍ

106,000 750

市道昭島20号道路改修工事
安全・安心で快適な交通環境の確保に向け、舗装工
事を実施する。
延長150ｍ・幅員11ｍ

25,000 1,900

市道昭島26号道路改修工事
安全・安心で快適な交通環境の確保に向け、舗装工
事を実施する。
延長440ｍ・幅員6.2ｍ

40,000 400

市道昭島46号ほか関連道路整備事
業

拝島駅南口周辺地区の円滑な交通環境の確保に向
け、電線共同溝整備工事及び電柱等移設工事補償等
を実施する。延長100ｍ・幅員9ｍ

82,500 900

管内道路整備工事
地域に密着した小規模で緊急性のある道路整備工事
を実施する。 80,000 10,000

浸水対策工事
小規模な水たまり箇所の解消を図るため、浸透人
孔・浸透ます・浸透管の設置工事を実施する。 10,000 2,000

私道整備工事
安全で円滑な通行の確保に向け、私道の整備工事を
実施する。

4,000 4,000

東中神駅自由通路等整備事業
東中神駅自由通路整備工事及び物件補償を行う。
（継続費（委託等）３か年３年次分1,202,082千円
継続費合計4,277,980千円）

1,202,082 18,782

園内灯整備工事
都市公園等に設置している園内灯について、計画的
に建て替え工事を実施する。 4,000 4,000

都市計画道路３･４･１号(第１期)
整備事業

用地取得及び配電線路移設工事補償等を行い、幹線
道路の整備を推進する。
用地取得面積118㎡

114,220 28,745

都市計画道路３･４･１号(第２期)
整備事業

車道整備・電線共同溝整備及び配電線路移設工事補
償等を行い、幹線道路の整備を推進する。
延長550ｍ・幅員16ｍ

276,700 23,950

都市計画道路３･４･２号整備事業
拝島駅南口周辺地区の円滑な交通環境の確保に向け
歩道修景工事を実施する。
延長350ｍ・幅員16～19ｍ

75,100 14,160

予算額

土木費

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容
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7 主な事業（建設事業以外）

(1) 心ゆきかう　あきしま（明るい地域社会の形成）

　◎人と人をつなぐ（コミュニティとネットワークの推進） (単位:千円）

うち一般財源

宿泊助成事業の拡充
市民の保養と余暇活動の充実を図るとともに、東日本大震災
の被災地等への復興支援として実施している宿泊費の一部助
成について、対象地域を拡充する。（拡充分 500千円）

2,018 2,018

ネットワーク機器更新事
業

老朽化や製品保守期限を迎えるネットワーク機器について、
庁内向けの機器と庁外向けの機器に大別し、２か年に分けて
更新する。

3,448 3,448

（新）
都区市町村情報セキュリ
ティクラウド導入事業

新たな国の情報セキュリティ対策の抜本的強化方針に基づ
き、高度なセキュリティ技術を都と区市町村が共同で利用す
る「情報セキュリティクラウド」を導入する。

9,974 9,479

　◎ともに守る（安全・安心の確保）

うち一般財源

総務費（新）
公共施設無料公衆無線Ｌ
ＡＮ環境整備事業

情報提供手段の拡充のため、段階的に無料公衆無線ＬＡＮ環
境を整備する。平成29年度は、本庁舎、保健福祉センター、
市民会館・公民館、総合スポーツセンターで実施する。

603 603

商工費（新）
高齢消費者被害防止用自
動通話録音機購入

高齢者が安全で安心な生活を送るため、振り込め詐欺の被害
を未然に防止することが可能な自動通話録音機を購入し、高
齢者世帯に貸与する。

864 0

消防団員用防火衣購入
消防団員が使用している防火衣の貸与期間満了に伴い、消防
団員の安全確保対策として計画的に防火衣の更新を図る。 2,674 1,774

消防団装備資機材購入
平成26年２月に「消防団の装備の基準」が改正されたことに
伴い、消防団員への安全確保対策、情報通信機器、救助器具
等の消防装備資機材を計画的に配備する。

985 85

（新）
昭島消防署昭和出張所移
転用地測量・調査等事業

昭島消防署昭和出張所移転用地の取得に向け、測量・調査等
を行う。 1,312 1,312

応急対策用備蓄物資・食
糧購入

修正した地域防災計画の被害想定に基づき、災害時における
避難者や帰宅困難者への支援として、応急対策用備蓄物資・
食糧を購入する。

60,143 60,143

自主防災リーダー育成事
業

各自主防災組織の指導者に対し、災害対応のノウハウをもつ
講師によるロールプレイング訓練等を実施し、地域の防災力
向上を目指す。

500 500

（新）
共同利用型被災者生活再
建支援システム整備事業

業務フローの標準化等による都内全区市町村の応援体制を整
備し、り災証明発行までの時間を短縮するため、共同利用型
被災者生活再建支援システムを導入する。

4,407 4,407

教育費
教職員防災用ヘルメット
購入

災害時に教職員が子どもたちを安全な場所に避難誘導するこ
とから、教職員の安全確保のため防災用ヘルメットを購入
し、貸与する。

810 810

(2) ともに支え合う　あきしま（健康と福祉の充実）

うち一般財源

（新）
自立相談・家計相談支援
事業

生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者に対し、自立に
向けた包括的かつ継続的な支援を実施するとともに、家計管
理に関する相談支援を実施する。

23,533 7,160

（新）地域福祉計画策定事業
地域住民が安心して生活し続けることができる地域づくりの
実現のため、地域福祉の推進に関する計画を策定する。
（平成30年度までの２か年）

3,500 3,500

障害福祉計画策定事業
障害者総合支援法、児童福祉法等に基づき、障害福祉サービ
ス基盤の計画的整備を図るため、第５期障害福祉計画（平成
30～32年度）を策定する。

3,540 3,540

高齢者緊急通報システム
事業の拡充

重度の神経疾患のある方や、肝性脳症などによる意識障害を
発症し自力で救援要請ができない方について緊急通報システ
ムの対象とし、事業の拡大を図る。（拡充分 156千円）

2,458 1,013

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

総務費

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

消防費

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

民生費
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(単位:千円）

うち一般財源

（新）

社会福祉法人等介護保険
サービス利用者負担軽減
補助

生計が困難な方に対し提供する介護サービス費等の利用者負
担や、生活保護受給者に対する個室居住費の利用者負担の軽
減を行う事業者に対し、その軽減に要した費用の一部を補助
する。

1,000 250

（新）
保育従事職員宿舎借り上
げ支援事業補助

保育士が働きやすい環境を整備することを目的として、保育
従事職員の宿舎借り上げを行う事業者に対し補助する。 56,826 8,118

なしのき保育園の民営化
平成29年４月より市立なしのき保育園を社会福祉事業団に運
営移行し、公私連携型保育所とすることにより、安定的な運
営及び効率化を図る。

232,384 109,852

（新）
認証保育所利用者負担軽
減補助

認証保育所の利用者に対し、負担している保育料と、昭島市
特定教育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に
関する条例で定める額の差額を補助する。

2,950 1,475

子ども子育て利用者支援
事業の拡充

子どもや保護者からの相談等の対応を行う利用者支援員を１
名増員し、事業の拡充を図る。（拡充分 2,795千円） 10,079 1,363

（新）
子育てひろばほりむこう
の開設

身近に集える場を提供し、地域の子育て中の家庭を支援する
ため、平成29年５月に子育てひろばほりむこうを開設する。 4,958 4,056

がん検診事業の拡充
がんの早期発見、早期治療により、市民の健康の保持推進を
図るため、大腸がん、乳がん及び前立腺がん検診の定員枠を
拡大する。（拡充分 12,447千円）

160,084 159,665

（新）特定不妊治療費助成
不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、高額な医療費がか
かる配偶者間の体外受精及び顕微授精に要する費用の一部を
助成する。

3,000 3,000

（新）
ひとり親家庭インフルエ
ンザワクチン接種事業

18歳以下のインフルエンザワクチン任意接種について、ひと
り親家庭を対象に自己負担額を助成し、経済的負担の軽減を
図る。

1,706 1,706

教育費
昭島チャレンジデー2017
の実施

人口規模が同程度の自治体と運動やスポーツを行った市民の
参加率を競い合うイベントを実施し、市民の健康増進を図
る。

220 220

(3) 未来を育む　あきしま（教育・文化・スポーツの充実）

うち一般財源

小学校外国語活動補助員
配置事業の拡充

次期学習指導要領改訂にて新設される小学校第３・４学年の
外国語活動のため、外国語活動補助員を配置し、英語による
コミュニケーション能力向上を図る。（拡充分 2,100千円）

7,525 2,125

（新）
第２次特別支援教育推進
計画策定事業

自閉症・情緒障害固定学級の整備等、特別支援教育の充実を
図るため、「第２次特別支援教育推進計画」を策定する。 700 700

小学校特別支援教室整備
事業

小学校全校において特別支援教室を設置するにあたり、開設
のための教室整備と備品等の購入を行う。（平成29年度
 共成小、玉川小、成隣小、田中小、拝島第二小）

5,000 0

小学校移動教室の拡充
小学校第５学年の宿泊先を山梨県北杜市に統一し、宿泊日数
を一泊二日から二泊三日へ段階的に拡大する。また、保護者
負担軽減のため、補助金額を増額する。（拡充分 900千円）

7,192 7,192

（新）
アキシマクジラパンフ
レット作成事業

群馬県立自然史博物館での研究が終了したアキシマクジラの
化石について、標本登録（論文発表）後、論文の概要等をま
とめたパンフレットを作成する。

327 327

（新）
アキシマクジラ化石複製
品等作成事業

（仮称）教育福祉総合センター内エントランス展示用として
原寸大の立体複製品を作成する。また、化石研究より判明す
る生体復元模型（1.5ｍ～２ｍ）も併せて作成する。
（平成31年度までの３か年）

7,600 1,100

（新）

東京都指定有形文化財(彫
刻)木造大日如来(金剛界)
坐像ほか２軀修理費補助

東京都指定有形文化財（彫刻）「木造大日如来（金剛界）坐
像」ほか２軀について、損傷部修理等を行う事業者（宗教法
人普明寺）に対して補助する。

980 980

（新）
「月廼野露草雙紙」再版
刊行事業

市指定有形文化財（書籍・典籍）不老軒宇多々作「月廼野露
草雙紙」について、上・下巻を合本し再発行する。 364 314

事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額款

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

教育費

民生費

衛生費
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(単位:千円）

うち一般財源

旧昭和中学校木造校舎内
収蔵民具資料等整理事業

旧昭和中学校木造校舎が都市計画道路整備に伴い平成31年度
中に解体されるため、校舎内にある民具類を整理分類調査す
る。

5,000 5,000

図書返却ポスト設置事業 西立川駅構内に新たに図書返却ポストを設置する。 535 535

岩泉町との中学生スポー
ツ交流事業

岩泉町とのスポーツ交流を目的に、「龍泉洞リレーマラソ
ン」に中学生チームを派遣する。 900 900

（新）
学校給食共同調理場整備
事業

新たに整備する学校給食共同調理場の整備詳細計画を策定す
るため、策定支援業務を専門の業者に委託する。 5,500 5,500

(4) 環境をつなぐ　あきしま（循環型社会の形成）　

うち一般財源

（新）
リユース食器レンタル事
業

リユース食器を借り上げ、市のイベントで利用希望者に貸し
出し、使い捨て食器の使用量削減によるごみの減量に努め
る。

117 117

岩泉町との環境連携交流
事業

市民レベルでの交流を深めるため、市民とともに被災地訪問
や「友情の森」での環境保全活動、エコツーリズムなどを行
う。

1,505 868

住宅用新エネルギー機器
等普及促進補助

住宅用の新エネルギー機器等の新規設置者に対し、補助金を
交付することで地球温暖化対策を推進するとともに機器の普
及促進を図る。

5,000 4,900

水路等維持管理経費の拡
充

近隣の住環境維持のため、用水路の草刈や清掃等、維持管理
の作業員を増員する期間を拡大する。（拡充分 1,080千円） 9,148 9,148

（新）特定外来生物等対策事業
市民との協働により、アライグマやハクビシン等の捕獲・防
除を行う。 661 331

（新）ごみ分別アプリ導入事業
ごみの減量及び資源化を推進するため、スマートフォン等で
ごみの分別方法や収集日等を確認することができるごみ分別
アプリを導入する。

778 778

（新）
リサイクル啓発トイレッ
トペーパー購入

古紙リサイクルの普及、啓発を図るため、市内で収集した牛
乳パックを利用したリサイクルトイレットペーパーを購入
し、啓発事業に活用する。

300 300

リサイクル通信の拡充
ごみ減量啓発を目的とし、家庭向けリサイクル通信の発行を
年１回から２回に増やす。また事業者向けリサイクル通信を
作成し、配布する。（拡充分 1,044千円）

1,892 1,892

（新）
ごみ減量啓発チラシ及び
ポスター作成

ごみ減量啓発を目的とし、分別等について詳細に記載したチ
ラシを全戸配布する。また、廃棄される食品の削減を啓発す
るポスターとチラシを市内の飲食店に配布する。

858 858

（新）
ごみ減量啓発マグネット
シート等作成

ごみ減量啓発のためのマグネットシート等をごみ収集運搬車
に掲出する。 1,143 1,143

資源残さ資源化処理の拡
充

資源ごみの中に含まれ、残さとなるガラスくずについて資源
化する量を増量し、環境への負荷の更なる低減を図る。
（拡充分 2,920千円）

4,380 4,380

(5) 基盤を築く　あきしま（快適な都市空間の整備）

うち一般財源

沿道まちづくり事業
都市計画道路３・４・１号整備事業の進捗に伴い、沿道にふ
さわしいまちづくり及び良好な住宅地を保全するため、地区
計画の策定及び用途地域等の見直しを行う。

4,000 4,000

動物検診・飼育指導事業
昭和公園内で飼育されている動物の検診や飼育指導につい
て、専門的な技術・知識をもつ獣医師会へ委託する。 400 400

事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

衛生費

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

土木費

款

款

教育費
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(6) 躍動する　あきしま（産業の活性化） (単位:千円）

うち一般財源

農林費
農畜産物生産・直売マッ
プ作成

農畜産物生産・直売マップを作成し、昭島産の農畜産物を市
民にアピールすることにより都市農業の推進を図る。 427 427

まちゼミ補助
市内の各店舗が講師となり、専門店がもっている知識や情報
を市民が無料で受講できる「まちゼミ」を開催することによ
り、商店街及び地域の活性化を図る。

1,500 1,500

まちのにぎわい再創出事
業

市内商店街の空き店舗を利用する新たな出店希望者に対し、
出店費用の一部を補助する。 5,000 5,000

中小企業事業資金融資利
子等補助

市内中小企業が金融機関から事業資金の融資を受けた際、利
子及び信用保証料を補助する。 17,179 17,179

昭島ブランド構築・推進
事業

平成27年度策定のアクションプランに基づき、深層地下水
100％の水道水を市内外にアピールすることにより、上質な
住環境をもつ昭島市の理解を広め、定住人口の促進を図る。

1,080 1,080

創業支援事業
昭島市域で創業を希望する者に対し、相談窓口を設置すると
ともに、立川市や福生市と合同でセミナーを開催し、支援を
行う。

5,546 546

(7) 計画実現のために

うち一般財源

職員採用試験の拡充
多様な人材を幅広く確保するという観点から、現在実施して
いる筆記試験による方法に加え、受験するために特別な準備
を必要としない試験を実施する。（拡充分 731千円）

1,857 1,857

市民意識調査
市政に関する市民の意識・意見・要望等を経年的に把握し、
行政施策の参考資料とするため、隔年で市民意識調査を実施
する。

1,970 1,970

（新）地方公会計制度対応事業
新しい地方公会計制度における統一的な基準に則った財務諸
表の作成・公表を行う。 7,000 7,000

（新）
行財政健全化計画策定事
業

行財政運営審議会を設置し、新たな行財政健全化計画を策定
する。 700 700

金融所得課税一体化の拡
充等に伴うシステム改修

金融所得課税一体化の拡充に伴うシステム改修や、来年度か
ら始まる特徴税額通知のマイナンバー記載に伴うシステム改
修等を実施する。

24,408 24,408

戸籍システム更新事業
平成29年９月に契約期間が終了する戸籍システムについて、
戸籍事務の正確性・安定性を維持するため、システムの更新
を実施する。

12,997 12,997

総務費
教育費 ＰＣＢ廃棄物処理事業

平成28年度に非含有物を分別・除外したＰＣＢ安定器につい
て、残った含有物の処理を実施する。 96,988 96,988

事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

総務費

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

商工費

款
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８総合戦略における主な事業

(1) 安定した雇用を創出する (単位:千円）

うち一般財源

農林費 認定農業者支援事業補助
平成26年に新規で認定した農業者の育成及び家族経営協定の
促進を目的として、農業用機具・資材等の購入費の一部を補
助する。

1,200 1,200

まちのにぎわい再創出事業
（事業再掲）

市内商店街の空き店舗を利用する新たな出店希望者に対し、
出店費用の一部を補助する。 5,000 5,000

ものづくり企業立地継続支援事業
住工混在による厳しい操業環境におかれている企業に対し、
防音・防臭対策等の工場改修費に対し補助を行う。 7,500 2,500

(2) 昭島へ新しいひとの流れを作る

うち一般財源

総務費
伝統文化継承環境整備事業
（事業再掲）

拝島日吉神社屋台について、人形を立てての奉曳を復活する
ため、屋台巡行路の環境整備を行う。
（平成30年度までの２か年）

66,480 33,240

昭島ブランド構築・推進事業
（事業再掲）

平成27年度策定のアクションプランに基づき、深層地下水
100％の水道水を市内外にアピールすることにより、上質な
住環境をもつ昭島市の理解を広め、定住人口の促進を図る。

1,080 1,080

昭島ブランド・フードグランプリ
開催事業

地域経済の発展や観光の活性化を目的とし、市内の飲食店か
ら昭島にゆかりのある創作料理を募る昭島ブランド・フード
グランプリを開催する。

3,850 3,850

(3) 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

うち一般財源

（仮称）児童発達支援センター整
備費補助（事業再掲）

平成31年度に開設予定の（仮称）児童発達支援センターを設
置・運営する事業者に対し、設計費の一部を補助する。 4,000 1,000

多子世帯保育所等利用者負担軽減
補助

第２子以降の未就学児を対象とした、一時預かり及び病後児
保育に係る保育所等利用者負担額に対し補助する。 2,270 2,270

地域子育て支援拠点事業
地域の身近な場所で、０歳から３歳までの子どもと保護者が
気軽につどい、相互交流、情報提供、子育ての不安や悩みを
相談できる場を提供する。

26,963 4,902

衛生費 親子健康運動教室事業
民間スポーツ施設等、保育園・幼稚園、スポーツセンター、
子育てひろばなどで、乳幼児とその親を対象にした健康遊び
や体操教室を実施する。

5,500 5,500

(4) 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する

うち一般財源

総務費 宿泊助成事業（事業再掲）
市民の保養と余暇活動の充実を図るとともに、東日本大震災
の被災地等への復興支援として実施している宿泊費の一部助
成について、対象地域を拡充する。

2,018 2,018

衛生費
岩泉町との環境連携交流事業
（事業再掲）

市民レベルでの交流を深めるため、市民とともに被災地訪問
や「友情の森」での環境保全活動、エコツーリズムなどを行
う。

1,505 868

消防費
自主防災リーダー育成事業
（事業再掲）

各自主防災組織の指導者に対し、災害対応のノウハウをもつ
講師によるロールプレイング訓練等を実施し、地域の防災力
向上を目指す。

500 500

民生費

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

商工費

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

商工費

款 事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額



９ 中期財政計画期間内における主な大規模建設事業（再掲）

(1) （仮称）教育福祉総合センター整備事業 (単位:千円）

うち一般財源

うち　監理委託 21,300千円

うち　整備工事 360,000千円

(2) 東中神駅自由通路等整備事業

うち一般財源

うち　整備工事委託 810,373千円

うち　駅舎補償費 391,709千円

(3) 都市計画道路３・４・１号整備事業

うち一般財源

うち　用地取得費（取得面積118㎡） 91,000千円

うち　配電線路移設工事補償金 6,000千円

うち　道路築造・電線共同溝工事 150,000千円

うち　電線共同溝整備費負担金 121,700千円

うち　配電線路移設工事補償金 4,000千円

(4) 都市計画道路３・４・２号整備事業

うち一般財源

うち　歩道修景工事 65,000千円

うち　道路整備工事 55,000千円

うち　電線共同溝整備費負担金 51,000千円

うち　道路電線共同溝整備工事 74,000千円

うち　電柱等移設補償金 4,500千円

款  事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

拝島駅南口周辺地区の円滑な交通環境の確保に向け歩道修
景工事を実施する。
延長350ｍ・幅員16～19ｍ都市計画道路３･４･２号整備事業 75,100

土木費

市道昭島46号ほか関連道路整備事
業

82,500

土木費

都市計画道路３･４･１号(第１期)
整備事業

用地取得及び配電線路移設工事補償等を行い、幹線道路の
整備を推進する。

114,220 28,745

都市計画道路３･４･１号(第２期)
整備事業

道路築造・電線共同溝工事及び配電線路移設工事補償等を
行い、幹線道路の整備を推進する。
延長550ｍ・幅員16ｍ

276,700 23,950

土木費 東中神駅自由通路等整備事業

東中神駅自由通路整備工事及び物件補償を行う。
（継続費（委託等）３か年３年次分1,202,082千円　継続費
合計4,277,980千円） 1,202,082 18,782

款  事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

款  事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

383,130 25,630

款  事　　業　　名 事　　業　　内　　容 予算額

教育費
（仮称）教育福祉総合センター
整備事業

（仮称）教育福祉総合センターの開設に向け、整備工事を
実施する。
（継続費３か年１年次分381,300千円　継続費合計
5,208,000千円）

14,160

900

市道昭島17号道路整備事業

安全・安心で快適な交通環境や歩行空間の確保に向け、無
電柱化に伴う地中への引込及び連系管の工事と道路整備工
事を実施する。
延長120ｍ・幅員9ｍ 106,000 750

拝島駅南口周辺地区の円滑な交通環境の確保に向け、電線
共同溝整備工事及び電柱等移設工事補償等を実施する。
延長100ｍ・幅員9ｍ
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10 継続費・債務負担行為

(1) 継続費

(単位:千円）

款 項

(2) 債務負担行為

(単位:千円）

180,000

396,130

8,160

20,600

伝統文化継承環境整備事業 60,000 平成30年度まで 120,000

アキシマクジラ化石複製品等作成委
託

7,600
平成30年度から
平成31年度まで

13,000

自転車等駐車場管理委託 123,400

86,400

昭島市土地開発公社の公共用地取得
平成29年度から
平成34年度まで

昭島市土地開発公社が平
成29年度において事業費
124,000千円の範囲内で
取得する公共用地の買取
りに要する額

金融機関に対する債務保証
平成29年度から
平成34年度まで

昭島市土地開発公社が平
成29年度において融資を
受ける公共用地取得資金
等に対する元金及び利子

事　　　項

期 間 限 度 額

当 初
予 算 額

債 務 負 担 行 為
合 計

事　業　名 総　額 年 度 年 割 額

平成30年度から
平成31年度まで

272,730

平 成 30 年 度

10　教育費 1 教育総務費
(仮称)教育福祉
総 合 セ ン タ ー
整 備 事 業

5,208,000

平 成 29 年 度 381,300

2,431,000

平 成 31 年 度

平 成 30 年 度

2,395,700

地域福祉計画策定委託 3,260 平成30年度まで 4,900

10　教育費 4 社会教育費
市 民 会 館
・ 公 民 館
外 壁 改 修 事 業

141,400
平 成 29 年 度 55,000
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